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Ⅰ 労働市場の世代効果

2000 年代半ば以降, 景気回復により若年の雇

用状況に改善傾向が見られる｡ 一方, 1990 年代

から 2000 年代前半の経済停滞期に学校を卒業し

た世代には, 2000 年代半ば以降もなお, 不安定

雇用もしくは無業を続けている場合も少なくない｡

いわゆる ｢就職氷河期｣ に学校を卒業し, 若年

時に就業や能力開発の機会を逸した人々には, 経

済的自立が困難となり, 将来的に深刻な経済状態

に陥る事態が懸念される｡ その場合, 訓練効率が

高い若年での能力開発など, 就業困難者への早急

な支援措置が求められる｡ 加えて政策立案の前提

として, 特に困難な就業状況に直面する人々に関

する正確な情報も不可欠となる｡

1990 年代後半以降, 就業機会の悪化を反映し,

若年雇用に関する分析が進んでいる｡ そのなかで

は ｢世代｣ をキーワードに, 労働市場への参入状

況によって特徴づけられた個人の属性に着目し,

若年のその後の動向に焦点を当てた研究が精力的

に行われた｡ それらは労働市場の世代効果に関す

る研究と称され, 成果が蓄積されてきた｡

労働市場の世代効果とは, 性別, 学歴, 卒業年

によって区分されたグループによって, 実質賃金,

採用, 離職, 昇進等の決定に固有の影響がもたら

されることを意味する｡ 同グループは ｢コーホー

ト｣ もしくは ｢世代｣ と定義され, コーホート内

共通要因の労働環境に与える影響が, 世代効果の
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労働市場の世代効果とは, 年齢, 性別, 学歴が同一な世代の賃金や離職などの就業状況が,

学校卒業時点での労働市場需給と世代人口の規模により持続的影響を受けることを意味す

る｡ 本論では世代効果に関する従来の研究成果を整理し, 就職氷河期世代を含む長期間に

わたるデータを用いた研究結果を紹介する｡ 卒業時点の失業率上昇により, 卒業直後だけ

でなくその後も長年引き続き, 非正規雇用や無業の確率は高まり, 年収の低下する傾向が,

高校卒で顕著にみられた｡ 背景には, 不況期の就業機会が低学歴層で特に制限される影響

のほか, 評価機能の脆弱性および移動費用の高さから, 卒業後に就業を逸すると状況の改

善が著しく困難となる労働市場の構造的陥穽が影を落としている｡ 就職氷河期世代の支援

には, 集中的な能力開発に加え, 政府や企業全体での労働市場の評価機能向上に向けた取

り組みが不可欠である｡
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主たる研究テーマとなった｡

日本の労働市場の特徴として世代効果に着目す

る意義を, 玄田 (1997) は ｢新卒時の就職市場の

状況と同期入社の人数が各世代の雇用や賃金に持

続的な影響を及ぼす｣ と指摘した (3 頁)｡ 卒業時

点の需給状況や世代人口のサイズは, 個人として

は原則, その後に変更することが困難な要因であ

る｡ それらが労働者の生涯にわたる職業生活に永

続的な影響をもたらすならば, 恵まれた世代に属

する人々とそうでない人々のあいだで, 能力や努

力を超えた差異として, 真の意味の格差が生まれ

ることも考えられる｡

大竹 (2005；209 頁) も述べるように ｢学校卒

業時点がたまたま不況で就職状況が悪かった世代

や人口が多い世代は, それ以外の世代に比べて労

働市場で損をしているのではないか｣ といった社

会通念は一般に存在するかもしれない｡ 特に就職

氷河期に大量人口の同期との熾烈な就職競争が避

けられなかった ｢第二次ベビーブーム｣ 世代にとっ

て, 厳しい境遇に遭い続けてきたとの思いは強い

だろう｡ 実際, 世代といった要因が, 就業機会や

処遇にいかなる影響をもたらしてきたのだろうか｡

本論文では, 世代効果に関するこれまでの研究

を展望した上で, 筆者らが行った就職氷河期世代

を含む新たなデータを用いた研究結果を紹介する｡

さらに日本に特有な世代効果が生まれる背景を,

制度と理論の両面から考察する｡ その上で世代効

果の論点を整理しながら, 今後の課題を明らかに

する｡

Ⅱ 世代効果に関する実証研究

労働市場の世代効果についての実証研究は二つ

の方向に大別される｡ 世代ごとに異なる人口サイ

ズが与える影響を分析したものと, 学校を卒業し

た時点の労働市場の需給状況の影響を分析したも

のである｡ 両分析に共通するのは, 世代に固有な

要因がいかなる持続的効果をもたらしているかと

いう視点である｡ 表 1 には, これまでの労働市場

の世代効果に関する研究について主な内容を示し

た｡

1 90 年代半ばまでの世代効果

世代ごとの平均賃金の変化を考察するために,

玄田 (1997) は次のような方法を採用した｡ 平均

賃金の変化率は, 各労働サービスの対価である賃

金水準の変化である ｢価格効果｣ と, 労働者構成

の変化がもたらす ｢構成効果｣ に分解される｡

1980 年から 1995 年にかけての 『賃金構造基本統

計調査 (賃金センサス)』 (第 1 巻・第 2 表) から,

男子一般労働者の年齢階層, 学歴, 勤続年数, 企

業規模別の実質所定内給与と労働者数の数値を集

め, 世代ごとに価格効果と構成効果を計算した｡

その結果, 高校卒では, 高度成長期に就職した

世代で賃金が改善した一方 (価格効果), 低成長

期に就職した世代では長期雇用の機会が得られず

(構成効果), 転職を繰り返す傾向がみられた｡ ま

た世代サイズの影響として, 大学卒では, 第 2 次

ベビーブームの影響とそれに伴う大学臨時定員増

の措置による同一世代人数の増加が, 90 年代以

降, 賃金を抑制する方向に働いていた｡ 賃金格差

が 80 年代に急速に拡大した米国に比べ, 日本で

これまで格差の拡大が小さかった背景の一つとし

て, 大学卒の世代人口増加の影響をそこでは指摘

した｡

卒業時点の労働需給状況は, 賃金や就業状況だ

けでなく, 離職率にも影響を与える｡ 失業率の上

昇によって就職機会が縮小すると, 能力や意識に

あった仕事を見いだしにくくなり, 新卒時点での

就業ミスマッチを誘発するため, その後に離職す

る傾向も強まる1)｡

労働者・企業とも, お互いの相性を知るのにあ

る程度時間がかかることや, 次の仕事を探すのに

も時間がかかることから, 不況期に学校を卒業し

た世代の離職率には上昇圧力が継続して生じる可

能性もある｡ 太田 (1997) では理論モデルを示し

ながら, この点について厳密な検証を試みた｡ 過

去の労働需給が�迫していれば, その時点で労働

者はより多くの仕事のオファーを受け取っており,

現在の仕事に対する満足度が高くなっているため

転職確率は低くなる｡ この ｢仕事に就きながら｣

のサーチ仮説をもとに, 『雇用動向調査』 の時系

列 (1965～1994 年) および 都道府県別パネル
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(1981～1994 年) データを用いて, 世代と離職率

の関係を調べた｡ その結果, 過去の労働市場の需

給状況のなかでも, とりわけ卒業時点の状況が転

職率に影響しており, 仕事とのマッチングの機会

が卒業直後に集中していることが明らかにされた｡

これらの研究が公表データに拠ったのに対し,

大竹・猪木 (1997) は 1980 年から 1993 年におけ

る 『賃金構造基本統計調査』 の 10％ランダムサ

ンプリングデータによる世代効果の研究である｡

そこでは 10 人以上規模の企業の男性常用労働者
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表 1 労働市場の世代効果に関する主な論文

論文 データ 対象・期間 主な分析 主な結果

玄田 (1997)
賃金センサス

(公表)

男子一般労働者・

1980-95 年

年齢・学歴別の平均賃金の変

化率を価格効果と構成効果に

分解｡ 勤続年数や大企業就職

率にも着目｡

高校卒では, 高度成長期に就職した世代で賃

金が大きく改善した一方, 低成長期就職世代

では長期雇用の機会を得られず転職を繰り返

す傾向｡ 大学卒では, 90 年代以降, 世代人数

の増加によって賃金抑制や昇進困難化が発生｡

大竹・猪木

(1997)

賃金センサス

(10％ランダ

ムサンプリン

グ・個票)

65 歳以下男性

常用労働者・

1980-93 年

賃金, 勤続年数, 企業規模の

平均と分散を世代効果, 年齢

効果, 年次効果に分解｡ 世代

効果を同期新卒就職者数と就

職前年労働市場�迫度により

学歴別に回帰分析｡

好況期に就職した世代は, 大学卒, 高校卒と

もに勤続年数は長くなる｡ 一方, 需給�迫期

の大学卒ほど大企業就職割合が有意に高くな

る傾向はみられず, 大学卒の大企業就職率は

安定｡ 大学卒では卒業者が多い世代ほど賃金

は抑制｡ 高校卒ではサイズよりも卒業時の需

給が賃金, 勤続年数, 大企業比率に影響｡

太田 (1999)
雇用動向調査

(公表)

25 歳未満常用

労働者・

1965-94 年

調査から独自に離職率を定義

し, 有効求人倍率を含む決定

因との関係を, 時系列分析な

らびに都道府県別のパネル分

析｡ サーチモデルを前提｡

卒業時点での労働市場の需給状況が将来の離

職率に大きな影響｡ 仕事とのマッチング効率

性が学卒時に特に高まるというサーチ理論と

整合的な結論｡

岡村 (2000)
賃金センサス

(公表)

標準労働者・

1988-95 年

Welch (1979) が米国のベビー

ブーム世代の分析に用いたキャ

リア段階モデルを応用｡ コー

ホートサイズが実質所定内給

与に与える影響を男女学歴別

にロバスト推定｡

大卒男性では, コーホートサイズが大きいほ

ど実質賃金を引き下げる効果があり, その影

響は経験年数が長じても解消しない｡ 大卒女

性では, サイズ効果が同じく見られる一方,

その影響は勤続の長期化に伴い消失｡

黒澤・玄田

(2001)

若年就業実態

調査 (個票)

1997 年時点に

おける 15-29 歳

労働者

学校を卒業もしくは中退後の

履歴情報を用いて, 学卒前年

失業率, 学校での職業指導の

内容が, 正社員就職, 離転職

などに与える影響を男女別に

比例ハザード分析｡

学卒前年の失業率が高いほど, 学卒正社員就

職確率が低いほか, 正社員就職後の離職率を

高める｡ その傾向は, 男女ともにみられるが,

男性よりも女性で顕著｡

Kondo (2007a) JGSS (個票)

1999-2002 年の

全調査対象者の

うち,1985-1997

年に学校を卒業

した男女

現在の就業形態と初職の就業

形態の関連性について, 統計

的に観察されない労働者の質

の影響を考慮し, 操作変数法

を用いたプロビット推定｡

労働者の質の影響を考慮してもなお, 現在と

初職の就業形態については有意な連関がみら

れる｡

太田・玄田

(2007)

労働力調査特

別調査(1986-

2001年2月)・

労 働 力 調 査

(2002-05 年 2

月) (個票)

学校卒業後12

年以内の男性

現在時点における実質年収,

就業形態, 無業確率に対する

卒業年の失業率がもたらす影

響を地域, 年次効果などを制

御しながら学歴別に回帰分析｡

卒業前年の失業率が高くなると, 高校卒賃金

は持続的に下落する｡ 不況期の卒業世代で非

正規および無業確率が高まることが影響｡ 大

学卒では卒業前年の影響は次第に消失する｡

在学時の失業率が高かった世代ほど, 大学進

学率が高まる傾向はなかった｡

Genda, Kondo,

Ohta (2007)

労 働 力 調 査

(個票), CPS

(個票)

学校卒業後12

年以内の男性

太田・玄田 (2007) と同じ分

析枠組みを, Current Popul-

ation Survey にあてはめる

ことで, 世代効果 (需給効果)

を日米間で比較｡

不況期に卒業した世代の低学歴層の賃金は両

国ともに引き下げられる｡ その影響は米国で

は一時的であるのに対し, 日本では持続的で

ある｡ 高学歴層については不況による賃金引

き下げ効果は, 両国ともに長期的に消失する｡



の賃金, 勤続年数, 大企業就職率を, 世代効果

(卒業年効果), 年齢効果, 年次効果の 3 つに分解

する｡ その上で抽出された世代効果を, 同期新卒

就職者数と就職前年の労働市場�迫度により学歴

別に回帰分析することで, 世代効果について多く

の発見をもたらした2)｡

それによると第一に, 賃金の世代効果は戦後一

貫して上昇トレンドを持つほか, 就職した時点の

採用動向は, 賃金に対して永続的な影響を与えて

いた｡ 世代別の実質賃金は, 高校卒では卒業年の

失業率と負の相関をし, 大学卒では主要企業雇用

人員過不足判断指数と正相関していた｡ 企業規模・

勤続年数との関連では, 好況期に就職した世代ほ

ど勤続年数が長くなり, 特に高校卒では好況期に

就職した世代ほど大企業に勤めている可能性が高

くなっていた｡

大竹・猪木論文からは, 総じて卒業時の労働市

場の需給動向は, 大学卒よりも高校卒について持

続的な影響が顕著となっていた｡ 不況期に就職し

た世代は, 賃金が低いのみならず, 勤続年数も短

く, 卒業時の労働需給状況がその後の雇用のマッ

チングの質, ひいては労働者の定着率に影響する

ことが示唆された｡ 一方, 世代サイズの影響とし

ては, 同一世代の就業者数が, 同世代の賃金にマ

イナスの影響を与えることも確認された｡ 先の玄

田論文と併せ, 従来の研究では, 世代のサイズ効

果は, 大学卒で顕著にみられている｡

世代のサイズ効果について, 公表されたデータ

を用いながらより掘り下げた分析を行ったのが岡

村 (2000) である｡ 岡村は, 1988 年から 1995 年

の 『賃金センサス』 から標準労働者に着目し,

Welch (1979) のキャリア段階モデルを日本に適

用し, サイズ効果の理論的検証を試みた｡ 同モデ

ルは 1970 年代の米国で第一次ベビーブームの大

学進学率上昇が大卒供給増を招き, 学歴間賃金格

差を抑制したことを説明したものである｡

岡村論文からは日本の大学卒でも, 世代サイズ

が大きいほど実質賃金の引き下げ効果があり, モ

デルと整合的な結果が観察された｡ 一方で大学卒

男性に限ると, サイズが賃金に与える負の効果は

職場経験が長くなっても解消しないという, モデ

ルの予測とは異なる結果も得られた｡

大学卒男性について, 世代サイズの賃金抑制効

果が持続的となる背景には, 卒業生の増加が新卒

就職市場における超過供給傾向をもたらしただけ

でなく, 企業内部における競争を激しくし, 結果

的に内部昇進は一部に限定される影響が考えられ

る｡ 内部昇進競争の主たる対象が高学歴男性とす

れば, 女性や高校卒以上に, 世代サイズの持続的

な影響が大学卒男性で顕著になることも頷ける3)｡

離職率に対する世代効果について, 個票データ

を用いた研究が黒澤・玄田 (2001) である｡ 1990

年代半ば以降, 学校卒業後に就職した会社を 3 年

以内に転職する割合の高さが, いわゆる ｢七・五・

三｣ 転職として知られるようになった｡ 黒澤・玄

田論文は 1997 年 10 月に労働省が実施した 『若年

就業実態調査』 の個票に基づき, 30 歳未満の若

年について, 正社員就業確率および離転職の発生

確率等を, 比例ハザードモデル等から分析した｡

その結果, 卒業直前時点の失業率上昇は, 卒業

後の正社員就職確率を引き下げるのみならず, 正

社員として就職した場合でも, 後に離職する確率

を高めることが確認された｡ そこでは新卒者の高

い転職率の背景として, 不況期には若年者にとっ

て ｢つとめ続けたい｣ と思える仕事に遭遇する確

率の低下する影響が指摘された4)｡

世代効果の検証には, 2000 年代以降, 新しい

研究の方向性も提示されている｡ 学校を卒業直後

から不安定雇用となり, その後も同じ状態を続け

る人がいる一方で, 卒業後継続して正社員などの

安定雇用を続ける人々がいる｡ その差を生み出す

原因として, 世代や労働市場の問題以前に, 統計

上は観察されない労働者の質の違いが存在する可

能性がある｡ 本人の能力もしくは嗜好の面から正

社員としての就業に適さない人々が非正規雇用を

続けているのならば, 二極化にみえる就業状況も,

経済学的観点からは特段の問題を含むとはいえな

いかもしれない｡

そこで Kondo (2007a) は, Japan General

Social Surveys (JGSS) を用い, 現在の就業形態

と入職時点の就業形態との関連を, 直接観測不能

な労働者の資質等の影響を考慮しながら分析した｡

卒業時の労働需給に関する変数を操作変数として

入職時点の就業形態の内生性問題を考慮した推定

論 文 溶けない氷河
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の結果, 両時点の雇用形態には真の意味での連関

があることを見出した｡ その結果は, 若年雇用に

卒業時点の労働市場の状況が個人間の能力とは独

立に影響していることを意味し, 世代に関する需

給効果の厳密な検証となっている｡

2 ｢失われた 10 年｣ の世代効果

以上の労働市場の世代効果に関する複数の分析

から, 世代のサイズが大学卒男性の賃金を引き下

げる傾向がみられるほか, 卒業時点の労働市場需

給動向は, 世代の賃金や転職傾向に少なからず影

響を与えることが確認されてきた｡

ただしこれらの研究は, 主として 1990 年代前

半期までに学校を卒業した世代の人々を分析対象

としたものである｡ 新卒市場が ｢就職氷河期｣ と

呼ばれるようになるのは, 1990 年代半ば以降で

ある5)｡ 世代効果を改めて問い直す意義があると

すれば, 氷河期世代がその後にいかなる雇用状況

に置かれてきたかをデータから確認し, 然るべき

対策を構ずる必要性が意識されているからに他な

らない｡

太田・玄田 (2007) および Genda,Kondo and

Ohta (2007) では, 『労働力調査特別調査』 (1986

年～2001 年 2 月調査) および 『労働力調査 (詳細

結果)』 (2002 年～2005 年 2 月調査) を接合, 世代

効果を新たに分析した｡

そこでは, 学校卒業年次の完全失業率の水準が,

若年男性労働者の実質賃金および就業形態, 就業

確率 (1 マイナス無業確率) 等に与える影響を, 地

域ブロック・年次別の完全失業率の他, 個別属性

の影響を考慮しながら, 学歴別に計測した6)｡ 具

体的には, 調査年, 地域, 卒業年等の固定効果お

よび地域別の線形トレンドを考慮することで, 失

業率の増減が労働市場の純粋な変動を出来る限り

厳密に反映するよう, モデル化した｡ 表 1 の比較

からわかるように, 2000 年代を含む長期間につ

いて, 『労働力調査』 と 『労働力調査特別調査』

の個票データを用いて, 世代効果を検証した初の

試みである｡

ここでは上記研究から, 学校卒業時点の失業率

がその後の実質年収に与える影響は, 卒業後年数

を経るにつれ, どのように変化するかを推定した

結果を紹介する｡

図 1 は, 縦軸に卒業時失業率が 1％上昇したと

きの年収の変化率, 横軸に卒業後の年数をとり,

学歴別にプロットしたものである｡ 卒業時の失業

率はその後の年収に持続的な影響を持つこと, 高

校卒および中学卒 (以下, 低学歴層) で特に影響

の強いことが見て取れる｡ 低学歴層では, 卒業年

の失業率が高かった世代ほど, 少なくともその後

12 年にわたり実質年収が低水準となり, 失業率

の低かった時期に就職した世代との差は, 年数を

経ても縮小していない｡ 具体的には, 卒業年の失

業率が他に比べて 1％高い世代では, その後 12

年にわたり, 実質賃金が 5％から 7％程度, 持続

的に低くなっていた｡

図 2 は, 縦軸に卒業時失業率が 1％上昇したと

きの就業確率 (無業とならない確率) の変化, 横
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軸に卒業後の年数をとり, プロットしたものであ

る｡ 低学歴層は, 卒業年の失業率が高かった世代

ほど, 就業していない確率が持続的に高くなって

いる｡ 同様に図 3 は, 就業者のうち, フルタイム

就業確率の変化をプロットしたものである｡ ここ

でも卒業時に失業率が高かった低学歴層は, その

後も持続的にフルタイム就業が困難となっている

ことが見て取れる｡ 不況期に就職した世代の低学

歴層ほど, フルタイム就業者や正社員になりにく

く, 非正規雇用もしくは無業状態にとどまりやす

くなる結果, その後も高所得を獲得する機会が制

限され続けているのである｡

一方, 大学, 専門学校, 短大などを卒業した人々

(以下, 高学歴層) では, 卒業後の失業率が高かっ

た世代における年収の持続的引き下げ効果は 2％

から 5％と相対的に弱く, さらにその効果は 10

年以内にほぼ消失する｡ また就業確率およびフル

タイム就業への影響もほとんどみられなかった｡

論文では, 就業した企業規模の分析も試みたが,

不況期に卒業した世代ほど大企業への就業が持続

的に制限される傾向が, 高学歴層で顕著に観察さ

れた｡ バブル崩壊以前の大学卒業者を対象とした

大竹・猪木 (1997) では, 卒業時の需給と大企業

就職率に有意な関係はみられなかった｡ その相違

は, バブル崩壊以降, 正社員就業機会を確保する

ために, 大学卒のあいだに中小企業へと就職先を

広げていく傾向が生まれたからだろう｡ 一方低学

歴層では, 労働需給動向にかかわらず, 大企業へ
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の就業機会は制限されていた｡

賃金の持続的効果が低学歴層で顕著に存在する

ならば, 高校を卒業した時点で失業率の高かった

世代では高等教育への進学率が高まることも予想

される｡ だが太田・玄田 (2007) からは, 不況期

に高校を卒業した世代で進学率が高まる傾向は観

察されなかった｡

理由としては, 有賀 (2007) も指摘するように,

実際の進学者数は定員という供給サイドによって

規定されるため, 不況期に進学希望が増えても実

際の進学率の上昇につながらない可能性がある｡

さらに不況が家計所得を減少させ, 進学のための

支出を困難にすれば, 進学希望自体を抑制するこ

とも考えられる｡ ただこれらはあくまで推測の域

を出ないものであり, 卒業前後の労働市場の動向

と進学との関係には, 未解明の部分も多く, 今後

きわめて重要な研究課題である7)｡

労働市場の世代効果研究は日本にとどまらない

が, その結果には少なからず違いがみられる｡

Beaudry and DiNardo (1991) の米国データを用

いた賃金決定の研究では, 卒業時点以上に, 就職

後に最も需給が�迫していた際の状況の影響が強

くなっていた8)｡ また Oreopoulos, von Wachter

and Heisz (2006) はカナダの大卒男性のパネル

データを用い, 卒業時の失業率は年収を下げるも

のの, 卒業直後から年数を経るにつれて徐々に年

収への影響が弱まり, 約 10 年で影響はほぼ消滅

することを示した｡ 1％の失業率上昇による年収

の低下も 2％程度であり, 就業率にも影響はみら

れなかった｡

学歴別結果でも日本と北米には違いがみられる｡

Genda, Kondo and Ohta (2007) は, 太田・玄

田 (2007) の分析枠組みをアメリカの Current

Population Survey にも適用し, 日米比較を行っ

た｡ その結果, アメリカでは卒業時の労働需給状

況の年収への影響は, 高校卒では 3 年以内に消失

する一方で, 大学卒では 6 年から 7 年程度持続す

るという, 日本とは対照的な結果が得られた｡

以上は, 世代効果として, 卒業時需給変動の影

響が持続的である点と, その傾向が教育年数の短

いグループで顕著な点は, 日本に固有な特徴であ

ることを示唆している9)｡

太田・玄田 (2007) では対象を男性に限定した

が, 1981 年から 1997 年に卒業した女性の世代効

果研究として近藤 (2008) も挙げられる｡ 近藤

(2008) は家計経済研究所の 『消費生活に関する

パネル調査』 を用いて, 女性でも卒業時の労働需

給状況が長期的に影響することを確認した｡ 特に

不況による女性の就業率低下は大きく, 卒業年失

業率の 1％の上昇は, 卒業後 7 年以上たった後も

就業率を 6.8％下げていた｡ 女性は男性にくらべ

て労働市場への定着率が低いため, 不況による求

職意欲喪失が早期の非労働力化へとつながること

を示唆している｡ 近藤 (2008) は日米比較も行い,

男性同様, 女性でも世代効果は日本のほうが持続

的なことを指摘している｡

Ⅲ 卒業時の影響が持続する背景

1 制度的背景

日本の労働市場の特徴として, 労働者の雇用機

会が新卒採用に偏っていることが従来から認識さ

れてきた (Ariga, Brunello and Ohkusa (2000))｡

反面, 新卒時点で正社員に就けなかった若者は,

その後フリーター状態から抜け出せないといわれ

てきた (酒井・�口, 2005；Kondo, 2007a 等)｡ さ

らに 1990 年代以降, ニート状態に陥る若者も,

高校卒業者を中心に増加してきた｡ そのなかには

卒業後一度も就職経験を持たない場合も少なくな

い (玄田 (2005；188 頁))｡

では, そもそもなぜ, 不況期に卒業した高校卒

の若者は, 卒業後にフリーターやニート状態にな

ると, その状況から抜け出すことが難しいのだろ

うか｡

高校卒業後, 大学等に進学せず, 就職を望む場

合, 就職への橋渡しは学校と行政 (具体的にはハ

ローワーク) の連携によって行われてきた｡ そこ

ではいわゆる ｢一人一社制｣ のもと, 就職希望者

の潜在的能力などを熟知した高校の進路担当職員

の丁寧な指導や, 毎年の連続的な採用実績に伴う

学校と企業の長期的な信頼関係が, 学校から職業

への円滑な移行を促してきた (Mitani (1999)；Ry-

an (2001))｡ 高校卒求人の落ち込みのなかで学校
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は, 中小企業への就職を積極的に開拓する一方で,

企業との採用実績の維持・拡大を重視する傾向を

強めているともいわれる (石田 (2007))｡

さらに正社員として就職した後は, 企業内にお

ける幅広いローテーション, 長期における競争,

査定などを通じて, 知的熟練の形成と, そのため

の労働者の能力評価に, 多くのエネルギーが投入

されてきた｡ 年功賃金や長期雇用といった日本的

といわれる雇用システムの根幹をなしてきた職能

資格制度も, 本来, 学歴や性別を問わない能力主

義を目指して形成されてきた歴史を持つ (詳しく

は日経連 『能力主義管理』 (1969) 等10))｡ 内部労働

市場では, 労働者は潜在能力についての伸張を期

待され, 企業は能力をできる限り的確に評価する

ことが求められてきた｡

1990 年代以降の厳しい企業業績のなか, 日本

的雇用システムは変化を迫られるようになり, 人

事管理には, 長期的に潜在的な能力の育成以上に,

短期的・顕在的な能力の発揮により重きが置かれ

る傾向が生じた｡ しかし一方で, 不況下も企業内

部での熟練形成を変えない企業は少なからず存在

する (佐藤・玄田 (2003) 等)｡

かりに企業全体として内部労働市場が弱体もし

くは縮小したのが事実としても, 新卒採用を継続

する企業に限れば, 依然として長期的な視点に基

づく人事戦略を重視する傾向は強い｡ 事実, 原・

佐野・佐藤 (2006) は新規高卒者を長期的な育成

対象と位置づける企業ほど, 1990 年代以降も新

規高校卒の採用を継続してきたと指摘する｡

このような経済環境のもと, 特に深刻な状況に

置かれるのは, 新卒時の学校・企業間連携と企業

内部での綿密な評価システムのいずれからも, こ

ぼれ落ちた高校卒である｡ 大学卒の場合, 不況に

よる求人の減少や同じ世代の卒業人口の増加によ

る就職競争の激化に直面すると, 従来ならば望ま

なかった企業にまで正社員就職先を広げていくこ

ともある｡ そうなると高校卒の就職希望者の一部

はあおりを受け, 正規就業の機会から押し出され

る｡ 大学卒は志望レベルを落とすことで辛うじて

内部労働市場にとどまることが出来る反面, 高校

卒は, 非正規雇用というかたちで外部市場に滞留

するか, そうでなければ無業状況にまで追いやら

れる ｢バンピング｣ 現象が生じることになる｡

いったん学校および企業からはじき出されてし

まった若年にとって, 本人の潜在能力が的確に評

価される機会が乏しくなり, その後に正社員とし

て採用される機会は著しく制限される｡ 学校での

就職指導や内部労働市場での綿密な評価に比べて,

外部市場における労働力の評価付けの機能の落差

は大きい｡ 転職に際し, 大学卒には, 職歴以外に

出身大学や学部等の付加的な情報尺度があるのに

対し, 高校卒にはその潜在的能力を表現する基準

そのものが乏しい｡ そのため高校卒では, 非正規

雇用もしくは無業状態から正規雇用へ移動するこ

とに伴うコストが特に高く認識され, 正規化のイ

ンセンティブも失われていくのかもしれない｡ さ

らに正社員としての業務に, 企業横断的な一般的

技能が求められる大学卒に対し, 高校卒では企業

内で蓄積された特殊的な熟練が評価されがちとな

る｡ それだけにいったん正規雇用からはじき出さ

れた高校卒にとって, 同様の環境に置かれた大学

卒に比べても正規雇用への移動はより制限される

ことになる｡

卒業段階の不況のしわ寄せは高校卒により大き

くなることに加え, 労働市場の評価機能の脆弱性

と, それに伴う移動コストの高さから, 高校卒は

大学卒に比べて不利な状況を脱出しにくくなる｡

これらの日本の外部労働市場に顕著な二つの構造

的陥穽が, 氷河期世代の高校卒の就業状況の改善

をいっそう困難にしていると考えられる｡

2 経済理論的背景

以上の制度的背景がもたらす世代効果の持続性

は, 情報の不完全性や不確実性を考察した経済理

論による解釈とも合致している｡

卒業時の不況のために正社員として採用される

機会を逸し, 非正社員や無業となった高校卒就業

者の正社員化が進まない背景には, それらの履歴

が, 期待生産性の負のシグナルとして評価されて

いることがまず考えられる｡ 卒業時点で正社員と

ならなかった事実は, その個人の生産性の低さを

語る尺度と, 企業側に認識される｡ 加えて何らか

の理由により中途採用市場が機能していない場合,

卒業時点の履歴を更新することが出来ないため,
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卒業時点の状況を変更することは困難となる｡

さらに卒業時の賃金や雇用に対するショックの

解消には時間を要することを説明する代表的な経

済理論として, 人的資本理論, 職探し理論, 暗黙

の契約理論等が挙げられる｡

Becker (1964) や Rosen (1972) 等の人的資本

理論に基づいた説明では, 卒業時点で不況に見舞

われると, 初職における職業訓練を通じた人的資

本蓄積が乏しくなる結果, 失われた人的資本の分

だけ賃金格差が残ることが予想される｡ 職業訓練

機会の差は, 雇用主の属性という ｢質｣ の差 (例：

大企業ほど訓練投資が盛んである) と, 同じ雇用主

であっても不況期には業績維持のために訓練投資

｢量｣ を控えるという, 質量両面から生じうる｡

このうち, 前者はその後の転職によって, 後者は

景気の回復によって挽回できるため, 影響は徐々

に解消されていくだろう｡ しかしながら, 若年ほ

ど訓練投資のリターンが高いことを考えれば, 入

職時の労働需給の悪化を経験した人々にとって,

訓練機会喪失に伴うコストが永続的となる可能性

は生まれやすい｡

次に職探し理論として太田 (1999) も依拠した,

Burdett (1978) や Mortensen (1978) 等に代表

される ｢仕事をしながらのサーチモデル (on the

job search)｣ による解釈が考えられる｡ そこでは,

労働者は解雇されない限り, 現在の仕事よりも賃

金が上がる場合に転職する状況を想定する｡ 最初

についた仕事の賃金が高ければその仕事にとどま

るが, 最初についた仕事の賃金が低くなれば, よ

り賃金の高い仕事へと移動していく｡ ただし, そ

の移動プロセスには時間を要するため, 卒業時の

労働需給状況の影響は一定期間継続することにな

る｡ このモデルが妥当であるときも, 入職時点で

の労働需給状況が持続的な影響をもたらすことに

なる｡

また Azariadis (1975) による将来需要の不確

実性を前提とした ｢暗黙の契約理論｣ (implicit-

contract) も, 卒業時需給の持続的影響を説明す

る｡ そこでは景気変動リスクに対して中立的な企

業が, リスクの回避をより好ましいと考える労働

者に保険として定額の賃金を提示するインセンティ

ブが生じると考える｡ このような暗黙の合意に基

づく事実上の ｢契約｣ の存在も, 就職した時点の

労働需給状況が持続的な影響を生むことになる｡

合理的な企業にとって, 長期の保険契約を労働者

と交わすのに最も望ましい時期とは, 労働者が初

めて参入する時期, すなわち卒業時点である｡ 卒

業時点での不況は, 新卒就職市場の超過供給を引

き起こし, 労働者の参入に必要となる保険料を増

額させる｡ その結果, 高額の保険料を支払うのを

断念した不況期の新卒はその後長期にわたり, 安

定的な雇用機会を失い続けることになる｡

上記のアザリアディスのモデルでは, 賃金が硬

直的となる背景として, 暗黙の保険契約後の移動

コストが大きく, 転職は困難であることを想定し

た｡ それに対し Harris and Holmstrom (1982)

は, 労働者の移動コストが小さい状況を前提にモ

デルを拡張し, 好況時には転職を通じて賃金は上

昇するが, 不況期には契約が維持される結果, 賃

金は下方に硬直的となることを理論的に明らかに

した｡

不確実性に関する二つのモデルのうち, どちら

が妥当であるかは, すぐれて実証的な問題である｡

Beaudry and DiNardo (1991) は両モデルを米国

の労働市場について検証した｡ その結果, 現在の

賃金が, 卒業時点の失業率よりも労働市場参入後

に経験した失業率の最低水準に強く影響を受けて

いることから, 転職が賃金を好転させるハリスら

の理論が妥当であると結論した｡ 太田・玄田

(2007；表 13) でもボードリーらの分析にならい,

卒業後の最低失業率も説明変数に加えた上で世代

効果を検証した｡ その結果, 卒業後最も景気の良

い状況をコントロールしてもなお, 卒業時点での

労働需給の影響は残存することを示している｡ さ

らに厳密な検証は必要であるが, 日本は米国と異

なり, 移動コストの高さを考慮に入れたアザリア

ディスの暗黙の契約理論がより妥当であることを,

その結果は物語っている｡

Ⅳ 終わらない氷河期

学校を卒業する直前における労働市場の需給状

況は, 賃金や離職に長期にわたり影響を与える｡

その事実は, 労働市場の世代効果として複数の研
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究により指摘されてきた｡ ここでは 1980 年代半

ばから 2000 年代半ばの長期にわたる個票データ

を分析した世代効果の研究を紹介した｡ その結果,

不況期に就職した世代は, 好況期に就職した世代

に比べ, 低い実質賃金, 不安定な就業状態, 高い

無業確率を持続する傾向があることを改めて確認

した｡ その傾向は大学卒よりも高校卒で顕著だっ

た｡

就職氷河期に雇用機会が著しく制限された高校

卒にとって, 景気が改善傾向にある現在でも, 氷

河期はいまだ終わっていない｡ 卒業後に進学を選

択しなかった, もしくは断念した人々にとって,

今もなお分厚い氷河が就職の障壁となっている｡

学卒直後のみならず, その後も賃金や雇用状況

の改善が継続的に困難なことを踏まえれば, 就職

氷河期世代の高校卒を中心に, 能力開発に関する

公的支援の充実は急務である｡ 熟練技能の形成が

期待されない非正社員に対し, 企業は訓練を行う

インセンティブを有しない｡ 政府は雇用保険加入

者に対し, 教育訓練給付制度をつくり, 労働者個

人の能力開発を支援しているが, 非正規雇用には

保険未加入者も多数存在する｡ さらに同給付制度

は off-the-job training が主な対象だが, 能力開

発には on-the-job training (OJT) がより効果的

な場合も多い｡ その意味で, フリーターおよびニー

ト状態にある氷河期世代への効果的な教育訓練プ

ログラムの開発は, 労働政策上の現在最も重要な

課題の一つである11)｡

2002 年以降景気が回復し, 労働需給も改善す

るなかで, 30 代の高校卒フリーターなど, 世代

効果によって不安定雇用や無業状態を続ける人々

は多い｡ なかには高い職務遂行能力を有しながら,

それを発揮する機会に恵まれない人々もいる｡ だ

が氷河期世代の人々にとって, 脆弱な評価機能し

か持たない外部労働市場では, 潜在能力を表現す

る機会は限られ, 非正規および無業から正規雇用

への移動費用を著しく高いものとしている｡

それ故, 景気の回復過程にある今こそ, 学校か

ら就業への円滑な移行が実現しなかった人々と企

業を橋渡しする新たな仕組みが求められる｡ 1990

年代以降, 労働市場の規制緩和が進み, 人材サー

ビス業は成長し, 転職市場の整備も進んだ｡ それ

は市場での評価を通じ労働力の効率的な資源配分

を実現するほか, 労働者には移動コストを引き下

げ, 満足度や納得度のより高い就業機会を獲得す

ることに寄与してきた｡

しかしこれらの労働市場の環境整備は主として,

高学歴のホワイトカラー層や, ガテン系と呼ばれ

るような専門職層か, そうでなければ派遣や請負

などの非典型労働者についてのみ進んできた｡ 反

面, 普通高校を卒業しジェネラリストの正社員と

して働くことを望む労働者にとって, 適切な評価

機能を有する新たな労働市場の創造は進んでいな

い｡

さらに職業別の労働市場が未確立の日本では,

過去の職業経験は能力をはかる適切なシグナルと

してみなされにくい｡ かわりにフリーターもしく

はニートだったという履歴だけが, 唯一の負のシ

グナルとして意識されることになる｡

フリーターやニートになると抜け出すことは困

難としても, 意欲や能力を有する限り, 本来不可

能ではない｡ にもかかわらず, 他に潜在力を評価

する尺度がないため, 不安定雇用や無業という経

歴が過剰なシグナルとして認識される｡ その結果,

｢フリーターやニートになると絶対脱出できない｣
・・

｢フリーターやニートになる若者はすべてダメ｣
・・・

といった極端へと陥りがちなのが, 若年労働市場

の現状だろう｡

今後, 労働市場の評価機能に関する脆弱性を克

服し, 企業と労働者のマッチングを改善するには,

どのような市場機能強化の取り組みが求められる

のだろうか｡

まずは大学等に進学しなかった若者も含むかた

ちで, 労働者の職務遂行能力に関する, 企業横断

的な評価システムの構築が望まれる｡ 実際, その

ような政策の検討も始まっている｡ 厚生労働省は

｢ジョブカード｣ や ｢ジョブパスポート｣ 等を推

進する活動を進めている｡ 技能や訓練歴に関する

客観的証明の他, ボランティアやインターンシッ

プ等を含む広範な職業・社会活動の体験を一定様

式に記入, 就職活動の際の参考書類になる新たな

評価尺度の普及に取り組んでいる｡

同じく厚生労働省は日本版デュアルシステムと

呼ばれる ｢働きながら学ぶ, 学びながら働く｣ こ

論 文 溶けない氷河
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とで若者を職業人に育てる職業訓練システムを発

展させた通称 『第三の道』 と呼ばれる新しい能力

開発・評価制度も検討している｡ 座学を含めた訓

練が企業ニーズに合致するよう, 市場評価を意識

した公的訓練システムの構築が目指されている｡

能力評価システムの構築には行政によるきっか

けづくりが重要な一方, 労働者本人が自分の持つ

能力を効果的に示すための主体的な取り組みが不

可欠である｡ それは高学歴正社員のみならず, 非

進学者, 非正規雇用者, 非専門職従事者を包含す

るものでなければならない｡ その際, 重要となる

のは, 職務遂行能力に関する経験やこれからの方

向性 (｢職業キャリア｣) を開示する労働者の能力

向上と同時に, それを的確に評価する企業の姿勢

である｡

そのためにも, 企業には世代効果が含む問題の

解決への積極的な対応が求められる｡ 外部労働市

場における情報機能が十分に整備されないなか,

フリーターやニートを中途採用するにはリスクが

大きいということはあろう｡ だが, 従来の日本企

業が大企業を中心に新卒採用を重視するがために,

外部労働市場の評価制度が確立してこなかったと

いう側面も無視しえない｡ 今後, 日本全体で新卒

者が趨勢的に減少することを考えれば, 多様な経

験をもつ中途採用者を的確に評価活用していくこ

とは企業にとってますます重要となる｡ なかでも

個々の中小企業を見れば, 多くで新卒採用は限定

的だったという現実を踏まえつつ, 中小企業間の

連携による横断的な労働市場の構築が, 検討され

るべきである｡ 企業にとって有用な能力評価シス

テムの構築には, 企業や業界団体の協力が不可欠

だが, それには長期的に日本企業全体の利益にな

るという認識が欠かせない｡

景気回復によって, 一時のように若年雇用問題

が深刻視される機会は失われつつある｡ しかし労

働市場における評価機能の改善は, 今後も変わら

ず重要な社会的課題である12)｡

＊本展望論文のうち, 新たな実証研究の部分は, 総務省統計研

修所において太田と玄田が作成した ｢失業率上昇がもたらす

若年就業への持続的影響について 労働市場の世代効果に

関する再検証｣ (総務省統計局統計研修所リサーチペーパー

第 8 号, 2007 年 5 月) に拠るところが大きい｡ その作成に

際し, 総務省統計研修所の方々ならびに総務省統計局の方々,

なかでも西文彦氏, 佐藤哲彰氏, 根本和郎氏, 菅まり氏から

は, データの取り扱い等につき, 多大なご協力をいただいた｡

この場を借りて厚くお礼申し上げたい｡ ただし本稿の見解な

らびに含まれうる誤りの責任は, すべて筆者らによるもので

あることをお断りしておく｡

1) 不況下では, 求職者にとっては就職先の選択肢が狭まるが,

企業にとっては採用できる労働者の選択肢が広がるので, 景

気循環と雇用のマッチングの質の関係は理論的にはそれほど

自明ではない｡ 実証的には, Bowlus (1995) が, アメリカの

National Longitudinal Survey of Youth を用いて, 不況期

ほど雇用のマッチングの質が下がることを明らかにしている｡

2) その結果は, 大竹 (2005) でも詳しく紹介されている｡

3) 世代効果について考えるとき, 世代サイズの影響の考察は

今後重要な論点を提示するだろう｡ 従来の研究に従えば, 少

子化の進展によりコーホート・サイズが趨勢的に縮小してい

くことは, 特に大学卒男性賃金の改善につながるはずである｡

ただし従来の世代効果が内部昇進のあり方と密接にかかわっ

ているとすれば, 内部労働市場の変容次第で予想は覆される

こともある｡ 第二次ベビーブーム世代を含む世代サイズと賃

金, 勤続年数等の関係の考察は, 今後, 重要な世代効果の検

討対象となる｡

4) 日本以外では, Oreopoulos, von Wachter and Heisz

(2006) も同様に, 卒業時の失業率が高かった世代ほど長期

にわたって離職率が高いことを示している｡

5) ｢就職氷河期｣ が流行語大賞に選ばれたのは 1994 年である｡

6) 最終学歴を卒業した時点の完全失業率は, 卒業時点 (3 月)

の前年の年平均失業率を用いた｡ 卒業時点と調査時点で居住

地域は同一と仮定し, 北海道から九州までの 10 地域ブロッ

ク別に, 卒業前年の地域別の失業率に着目した｡ 若年労働市

場を考察するため, 潜在経験年数 (＝調査年－学卒年－ 1)

が 12 年以内を対象としている｡ リサーチペーパーをご希望

の方は genda@iss.u-tokyo.ac.jp まで連絡いただきたい｡

7) 実際, 進学率に労働需給が影響を与えることを示唆する研

究もある｡ 太田 (2002) は 『学校基本調査』 と 『職業安定業

務統計』 等により 1974 年から 1998 年の時系列データを作成,

進学率の規定要因を分析した｡ 高卒者のうち通信教育を除く

大学等へ進学した者の比率として進学率を求め, 学費, 学歴

間賃金格差, 金利等にあわせて, 新卒求人数, 新卒求人倍率,

新卒一人あたりの求人数の影響をみたところ, 新卒求人の停

滞は進学率を有意に高めていた｡ 進学率と労働需給指標の関

係は, 両変数が含みうるトレンド要因をいかなるかたちで制

御するかで結果や解釈は異なる｡ 大学進学への需給効果の個

人レベルにおける分析には, 就業と進学の地域間移動の状況

を含むデータが必要となる｡ 就職難世代が進学によって労働

市場のマイナス効果を軽減しているかを検証するには, 『学

校基本調査』 等から都道府県レベルのパネルデータを作成し,

職安統計と接合した分析を行う等, 新たなデータ構築が求め

られる｡

8) 大企業では, 就職時点の労働需給がその後の賃金プロファ

イルに永続的な影響を与えるという指摘もある (Baker,

Gibbs and Holmstrom, 1994)｡ 既に比較的労働条件の良好

な大企業の場合, 転職による状況改善が困難なことがその理

由かもしれない｡ Oreopoulos, von Wachter and Heisz

(2006) における初職が大企業だった者ほど卒業時の失業率

の影響が持続的であるという結果も, この解釈と整合的であ

る｡

9) 後の理論的考察にもある通り, ジョブサーチモデルや暗黙
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の契約理論に基づく説明では, 卒業時労働需給の影響は, 解

雇や出産等の外生的原因による離職を通じて消滅する可能性

が大きい｡ アメリカにおける低学歴若年の卒業後の就業機会

は一時的な仕事 (temporary jobs) がほとんどのため, 賃

金は短期的労働需給状況に強く影響される｡ その傾向は学歴

間だけでなく人種間での相違にもあてはまる｡ 黒人は白人に

比べて解雇されやすいが, 卒業時の失業率の影響が減衰して

いくのも黒人のほうが速やかである (Kondo, 2007b)｡

10) 石田 (1997) は同書の現代的意義を解説している｡

11) 石川 (1999; 385 頁) は生産性向上のための教育訓練を労

働者本人や一部企業の自助努力のみに頼った場合に生じうる

弊害を指摘する｡ 訓練費用負担について企業のフリーライド

を招いたり, 訓練の質に対する情報の非対称性があったり,

訓練を供給した企業に購買独占的な状況が生まれる状況を避

けるには, 能力開発を市場のみに委ねるのでなく, 社会的な

職業訓練の場を, 労働者団体, 企業家団体等の協力も得なが

ら形成・維持する意図的な努力の継続が, 能力開発の機会均

等と社会全般的な生産性向上には必要としている｡

12) その場合, 市場評価がなされた結果, 低所得に甘んじざる

を得ない人々が生じることも考えられる｡ それらの人々に対

する集中的な能力開発等, 社会的再分配を充実させることが,

労働環境の全般的な改善には欠かせない｡
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